
住　　居 C(社）日本家政学会

2Jp-3　　　　　　住みかえの阻害要因に関する研究

　　　　　　　　○宍戸和子

　　　　　　　　　（大阪教育大学・院）

　【目　的】本研究は、近年さらに複雑化する住要求と住宅市場との関係である住宅の需給関係を明ら

かにするための１つのアプローチとして、住みかえの住宅市場への顕在化を阻む要因の意識構造の特

性、および阻害要因が住みかえ行動に及ぼす影響について考察を加えることを目的としている。

　【方法】留め置き自記法によるアンケート調査法を採用した。調査対奪として、住みかえ行動の大

きな需要基盤となっている借家に限定し、八尾市の公共および民間供給の集合庄宅形式の借家を選定

した。調査実施期間は平成11年７月29日から8月2日であり、一部の回収については、郵送による

間接回収を行った。配票数は281票で、有効回収数は157票となり、有効回収率は55.9%となってい

る。

　【結果】(住みかえ志向層の特性）居住者の住みかえ志向は62.0%を占めており、借家を「仮のす

まい」と考えている傾向がみられる。また、住みかえ志向層の特性として、拡大期の家族周期に位置

する核家族と、比較的高所得を得ている世帯が住宅水準の向上を目的としていることが指摘できる。

　（次住宅への志向）住みかえ層の次住宅志向は、一戸建て持家への志向が強く、住宅規模への要求が

借家と持家で２分されていることから、持家志向は住宅規模の改善が要因の１つと考えられる。（阻害

要因の大きさ）阻害要因として大きく作用するものとして、転居費や住居費等の経済的要因、住宅探

索の困難さが挙げられ、居住地の地縁牲やコミュニティーに関する要因を上回っている。住宅市場と

居住者の次住宅志向との乖離も大きな阻害要因として作用している。

2Jp-4 　「ま｀らづくりブ Jレタを･つくらう」c）

まちづくり教育としての有効性に関する研究
　　　　　　　　　　　　　　　○　室崎生子（平安女学院短大）

1.目的　本研究は「京都・学生まちづくりコンクール」に参加した時の子どもたちのまち遊びの事

例を紹介するとともに、それに取り組んだ短大生にどのようにまちづくり教育として効果があったか

を、学生の意識、行動から明らかにすることである。

2.方法取り組みの全過程を記録し、発言・行動を教員の目から観察し、最後に学生たちによる感

想文を提出してもらうことで、短大生の変化をとらえた。

3.結果　まちづくり交流部門への参加を決めてからは、どんな内容にするかを含めて学生たちが主

体的に取り組むことをゼミ活動とした。内容は地域の人の支援をえて、地域の子供たちを対象に、一

日、町歩きをして、カルタを作って、あとそれで遊ぶというものになった。約１０ヵ月、実質６ヵ月

間の取り組みを通じて学生たちは、確実に成長したといえる。過程を整理するにあたっては、主催者

である京都市景観・まちづくりセンターと協力母体である住民組織とのやり取り関係のなかで、学生

たちの意識の変化をみていった。学生たちの意識の変化は次のような段階として捉えられた。I.軽

い気持ちの参加動機,I。自覚の芽生え、Ⅲ。企画決定までのあせり, IV.責任感の高まり. V.成

功への不安, YE.本番での安心と満足. Ⅶ。纏め作業の苦労, Ⅷ。達成感である。また、学生たちの

体験内容は、当事者体験、仕事体験、社会的仕事体験、コミュニティ体験、集団活動体験、子どもの

ケア体験に整理できる。学生にとって、この体験はまちづくりへの関心を高めただけでなく、主体者

としての自覚を育て、住民の支援をえるなかでコミュニティとは何かを感じる体験が出来た点で有効

であったといえる。

232


